
千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補助金交付要綱 

（趣旨）  

第１条 市長は、重度障害者を受け入れるために創設されたグループホーム等に対し、その 

受け入れに必要となる看護師等の配置に要する経費について、予算の範囲内において、千 

葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。以下「規則」という。）及びこの 

要綱に基づき補助金を交付する。  

（定義）  

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。  

（１）グループホーム 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 

成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１６項に規定 

する共同生活援助をいう。  

（２）生活介護 障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護をいう。  

（補助事業）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、第２条各号に定 

義する事業とする。  

（補助対象事業所）  

第４条 この要綱による補助金の対象となる事業所は、千葉市障害福祉サービス事業所等整 

備費補助金交付要綱により施設の創設整備又は重度障害者グループホーム等施設整備を 

行ったグループホーム等とする。  

（補助金の算定方法及び交付額）  

第５条 本事業による補助金の交付額は、別表１の事業種別ごとに、補助要件を満たした各 

月に発生する補助対象経費の当該年度における合計額と補助基準額を比較していずれか 

少ない額に補助率を乗じて得た額の範囲内で、市長が定める額とする。  

２ 本事業による補助金は、最初に交付を受けた年度からその翌々年度までの期間に交付す 

る。 

（交付の申請）  

第６条 この要綱による補助を受けようとする者（以下「補助対象事業者」という。）が規 

則第３条の規定による補助金の交付を申請しようとするときは、千葉市重度障害者グル 

ープホーム等初期運営費補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならな 

い。（ただし、別表１の初年度に係る補助金の交付を申請しようとするときは、施設の創 

設整備を行い、事業所指定を受けた日から１年の間）  

（交付の条件）  

第７条 規則第５条の規定により付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画の変更（市長の定める軽微な変更を除く。） 

をする場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。  

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。  

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場 



合においては、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

（４）補助事業者は補助事業にかかる収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及 

び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の 

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度 

の終了後５年間保管しておかなければならない。  

（５）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金にかかる消費税及び地 

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに市長に報告しなければな 

らない。  

また、市長に報告があった場合には、市は当該消費税及び地方消費税に係る仕入控 

除税額の全部又は一部を市に納付させることができる。  

（６）この補助事業に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金の交付を受け 

てはならない。  

（７）その他市長が必要と認める事項。  

（交付決定通知）  

第８条 規則第６条の規定による通知は、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補 

助金交付決定通知書（様式第２号）によるものとする。  

（変更交付の申請等）  

第９条 第７条第１号の規定による承認を受けようとするとき、及び補助金の変更交付の申 

請をしようとするときは、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補助金変更交 

付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定による変更交付の申請があったときは、変更の内容を調査し、補 

助金の変更交付を決定し、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補助金変更交 

付決定通知書（様式第４号）により、通知するものとする。  

３ 第７条第２号の規定による承認を受けようとするときは、千葉市重度障害者グループホ 

ーム等初期運営費補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出しな 

ければならない。  

（実績報告）  

第１０条 規則第１２条の規定により実績報告をしようとするときは、補助事業の完了の日 

から当該日の属する年度の末日までに千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費 

実績報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。  

（額の確定通知）  

第１１条 規則第１３条の規定による通知は、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営 

費補助金額確定通知書（様式第７号）によるものとする。  

（交付の請求）  

第１２条 規則第１６条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、千 

葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補助金交付請求書（様式第８号）を市長に 

提出しなければならない。  



２ 規則第１６条第２項の規定において準用する同条第１項の規定により補助金の交付の 

請求をしようとするときは、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補助金一括

（分割）事前交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（決定の取消通知）  

第１３条 規則第１７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は、千葉市重 

度障害者グループホーム等初期運営費補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）によ 

るものとする。  

（返還命令）  

第１４条 規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市重度障害者グル 

ープホーム等初期運営費補助金返還命令書（様式第１１号）によるものとする。  

（委任）  

第１５条 この要綱に定めるもののほか、千葉市重度障害者グループホーム等初期運営費補 

助金交付に関し、必要な事項は、保健福祉局長が別に定める。  

 

附 則  

この要綱は、令和４年８月１日から施行する。  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和８年９月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１

１　看護師配置（重心・医ケア）

　また、「看護師」とは、保健師助産師看護師法第５条に規定する看護師及び同法第６条に規定する准看護師をいう。

　また、「補助対象看護師」とは、本事業による補助の対象となる看護師をいう。

事業種別 補助要件 補助対象経費 補助基準額 補助率

生活介護

利用者数等：
補助対象月において、５人以上の障害者と利用契約を締
結するとともに、指定生活介護を提供した延べ障害者数
が営業日数以上であること。

看護師配置：
補助対象月の補助対象看護師配置時間が事業所営業日に
６時間を乗じた数を超えていること。

人件費（補助対象看
護師配置に係る費用
に限る）に補助対象
年度の常勤看護職員
等配置加算額を減じ
て得た額

グループホー
ム(住居ごと）

利用者数等：
補助対象月において、２人以上の障害者と利用契約を締
結するとともに、指定共同生活援助を提供した延べ障害
者数が１人以上であること。

看護師配置：
補助対象月の補助対象看護師配置時間が当該月中の日数
から土・日曜日及び祝日を除く日数に６時間を乗じた数
を超えていること。

人件費（補助対象看
護師配置に係る費用
に限る）に補助対象
年度の看護職員配置
加算額を減じて得た
額

注1) 継続して補助を受けようとする補助対象者にあっては、補助率及び補助基準額中該当する「区 分」を適用し、補助金額を算定する。

注2) 千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

２　生活支援員配置（強度行動障害）

　また、「補助対象生活支援員」とは、本事業による補助の対象となる生活支援員をいう。

事業種別 補助要件 補助対象経費 補助基準額 補助率

生活介護

利用者数等：
補助対象月において、５人以上の障害者と利用契約を締
結するとともに、指定生活介護を提供した延べ障害者数
が営業日数以上であること。

生活支援員配置：
補助対象月において、千葉市指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
（平成24年12月19日　条例第68号）第79条第1項第2号に
定める人員配置基準による生活支援員の員数に加え、常
勤換算方法で1.0人以上の補助対象生活支援員を配置す
ること。

グループホー
ム(住居ごと）

利用者数等：
補助対象月において、２人以上の障害者と利用契約を締
結するとともに、指定共同生活援助を提供した延べ障害
者数が１名以上であること。

生活支援員配置：
補助対象月において、千葉市指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
（平成24年12月19日　条例第68号）第195条第1項第2号
に定める人員配置基準による生活支援員の員数に加え、
常勤換算方法で1.0人以上の補助対象生活支援員を配置
すること。

注1) 継続して補助を受けようとする補助対象者にあっては、補助率及び補助基準額中該当する「区 分」を適用し、補助金額を算定する。

注2) 千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　この表内において、「障害者」とは、重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している障害者又は別表２に定める医療行為を１以上必要とする障害者
で、本市が支給決定を行った者をいう。

　この表内において、「障害者」とは、障害支援区分５以上であり、多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、適切な指導・
訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難があると認められる者のうち、厚生労働大臣が定める基準（平成18年厚生労働省告示第543号）の別表二
における行動関連項目の点数の合計が15点以上であると千葉市により判定された者をいう。

人件費（補助対象生
活支援員配置に係る
費用に限る）に補助
対象年度の千葉市強
度行動障害加算事業
実施要綱（平成30年
4月1日施行）による
千葉市強度行動障害
加算額又は千葉市重
度強度行動障害加算
事業補助金交付要綱
（令和４年９月１日
施行）による千葉市
重度強度行動障害加
算額を減じて得た額

区分 補助率

初年度 3/4

２年度 1/2

３年度 1/4

区分 補助率

初年度 3/4

２年度 1/2

３年度 1/4

区分 年額

初年度

２年度

３年度

6,000千円

区分 年額

初年度

２年度

３年度

6,000千円



別表２

(1) 人工呼吸器の管理 (6) 導尿 

(2) 気管切開部の処置 (7) 点滴の管理

(3) たん吸引 (8) 浣腸

(4) 経管栄養 (9) 摘便

(5) 中心静脈栄養


